
●その他の費用
　理美容代、余暇活動費、嗜好品費、消耗品費等の雑費及び、医療費は自己負担となります。
●介護保険負担限度額の適用は、各市町村への申請が必要です。
　詳しくは裏面をご覧ください。

・協力医療機関連携加算

50単位/月

・感染対策向上加算Ⅰ

10単位/月

・個別機能訓練加算Ⅰ

12単位/回

・初期加算(入所時のみ)

30単位/日

・安全対策体制加算

20単位/1回のみ

居住費

利用料の内訳（単位：円）　　　　　 令和７年９月１日現在【ユニット型個室】

利用料概算額【1割負担】 【2割負担】 【3割負担】
サービス費 負担限度額別　自己負担

その他の主な加算

特別養護老人ホームつれづれの郷　料金表

要介護
介護度別

単価

日常生活
継続支援
加算Ⅱ

看護体制
加算Ⅱ

夜勤職員
配置加算

Ⅱ

処遇改善
加算Ⅰ

介護保険
負担限度額

食費
食費+居住費

(30日分)
1か月の合計額

(30日分)
1か月あたり
(30日計算)

1か月あたり
(30日計算)

要介護１ 670 46 13 27 14.0%

第2段階 　 390 880 ¥38,100 ¥63,955

¥107,755

第4段階 　 1,445 2,066

第3段階① 650 1,370 ¥60,600 ¥86,455

第3段階② 1,360 1,370 ¥81,900

¥105,330 ¥131,185 ¥157,040 ¥208,750

要介護２ 740 46 13 27 14.0%

第2段階 　 390 880 ¥38,100 ¥66,349

¥110,149

第4段階 　 1,445 2,066

第3段階① 650 1,370 ¥60,600 ¥88,849

第3段階② 1,360 1,370 ¥81,900

¥105,330 ¥133,579 ¥161,828 ¥218,326

要介護３ 815 46 13 27 14.0%

第2段階 　 390 880 ¥38,100 ¥68,914

¥112,714

第4段階 　 1,445 2,066

第3段階① 650 1,370 ¥60,600 ¥91,414

第3段階② 1,360 1,370 ¥81,900

¥105,330 ¥136,144 ¥166,958 ¥228,586

要介護４ 886 46 13 27 14.0%

第2段階 　 390 880 ¥38,100 ¥71,342

¥115,142

第4段階 　 1,445 2,066

第3段階① 650 1,370 ¥60,600 ¥93,842

第3段階② 1,360 1,370 ¥81,900

¥105,330 ¥138,572 ¥171,814 ¥238,298

要介護５ 955 46 13 27 14.0%

第2段階 　 390 880 ¥38,100 ¥73,702

¥117,502

第4段階 　 1,445 2,066

第3段階① 650 1,370 ¥60,600 ¥96,202

第3段階② 1,360 1,370 ¥81,900

¥105,330 ¥140,932 ¥176,534 ¥247,738

生活保護
受給者等

介護扶助(収入により一部自己負担金が生じる
場合あり)

第1段階　 
介護
扶助

施設
負担

本人負担￥０
(収入により一部自己負担金が

生じる場合あり)
※雑費関係は自己負担あり



●介護保険負担限度額とは

●高額介護サービス費とは

介護保険給付対象の利用者負担額が月額上限を超えた場合、その超えた額について市町村から払い戻しを受けられる制度です。

原則、償還払いとなります。詳しくは市町村へご確認ください。

負担段階別の上限額は以下の通りです。

●社会福祉法人等による利用者負担軽減制度事業について

負担段階区分 対　象　要　件

第１段階　
・生活保護受給者

・世帯全員及び配偶者（世帯分離含む）が住民税非課税で老齢福祉年金受給者。

第２段階　

・世帯全員及び配偶者（世帯分離含む）が住民税非課税で課税年金収入+非課税年金収入+合計所得が

　80.9万円以下の方。

・本人の預貯金等が650万円以下（配偶者を含めると1,650万円以下）

第３段階①

・世帯全員及び配偶者（世帯分離含む）が住民税非課税で課税年金収入+非課税年金収入+合計所得が

　80.9万円超120万円以下の方。

・本人の預貯金等が550万円以下（配偶者を含めると1,550万円以下）

第３段階②

・世帯全員及び配偶者（世帯分離含む）が住民税非課税で課税年金収入+非課税年金収入+合計所得が

　120万円超の方。

・本人の預貯金等が500万円以下（配偶者を含めると1,500万円以下）

第４段階　
・住民税課税世帯。軽減の対象には含まれません。

負担段階区分 個人負担上限額 世帯上限額 現役並み所得相当（年間383万円以上）

第１段階 15,000円 15,000円 収入用件 上限額

第２段階 15,000円 24,600円 ①年収約1,160万円以上 140,100円

第３段階 24,600円 24,600円 ②年収約770万～1,160万円 93,000円

第４段階 44,400円 44,400円 ③年収約330万～770万円 44,400円

当施設では、生活保護受給者及び、低所得で生計が困難な方について社会福祉法人による利用者負担軽減制度事業を行っております。

ただし、受け入れ可能な人数には限りがございますのでご了承ください。

生活保護受給者 料金表の通り原則自己負担はありません。ただし、理美容や消耗品費等の雑費類は自己負担となります。

低所得者
市町村に申請し低所得要件を満たしていると判断された場合、通常の利用料から減免を受けることができます。

軽減額は利用者負担の1/4が原則ですが、状況により異なる場合があります。


